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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第45期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第44期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（百万円） 13,293 63,767

経常損失（△）又は

経常利益（百万円）
△11 2,516

四半期純損失（△）又は

当期純利益（百万円）
△280 1,022

純資産額（百万円） 11,841 12,360

総資産額（百万円） 32,386 36,386

１株当たり純資産額（円） 800.79 834.59

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は当期純利益金額（円）
△19.10 69.63

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ －

自己資本比率（％） 36.3 33.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,231 2,896

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△40 △347

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,226 △8,398

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
3,797 7,354

従業員数（人） 5,323 5,222

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。ただし、第44期については一部売上高に免税業者である連結子

会社の消費税等が含まれております。　

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　
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２【事業の内容】

　当社企業グループ会社（当社、子会社15社により構成）においては、マンション・ビル管理事業及び不動産管理事

業、営繕工事業を営むと共に、マンションを中心とした開発建設事業を行なっております。

　当第1四半期連結会計期間における各部門に係る主な事業内容の変更は、概ね次のとおりであります。　

＜マンション管理事業＞

　主な事業内容の変更はありません。　

＜ビル管理事業＞

　主な事業内容の変更はありません。　

＜不動産管理事業＞

　主な事業内容の変更はありません。　　

＜営繕工事業＞

　主な事業内容の変更はありません。　　　

＜開発建設事業＞

　開発建設事業は、等価交換方式による複合マンションの開発・建設の他に、投資用マンション及びファミリーマン

ションの開発・建設を行って参りました。しかしながら、不動産市況の循環からくる収益の不安定性を遮断するため、

連結子会社を含むすべての開発事業から撤退し、経営資源を主力事業である管理系事業に集中することと致しまし

た。

　なお、撤退完了は平成23年3月期を予定しておりますが、撤退の方法は当四半期報告書提出日現在確定しておりませ

ん。

　

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 5,323 (9,115)

　（注）１．上記従業員数には準社員3,773人を含んでおります。

２．パート等は、当第１四半期連結会計期間の平均雇用者数を（　）外数で記載しております。なお上記パート等

には海外にて雇用している4,588人を含んでおります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 4,999 (4,363)

　（注）１．上記従業員数には準社員3,750人を含んでおります。

２．パート等は、当第１四半期会計期間の平均雇用者数を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（1）生産実績

　当社グループの業務内容は、マンション及びビルの管理、賃貸、修繕等の役務提供を主体としています。

　このため、生産実績の表示は困難なため、その記載は省略しております。

（2）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円）

マンション管理事業 7,596

ビル管理事業 1,078

不動産管理事業 833

営繕工事業 3,088

開発建設事業 697

合計 13,293

　（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

当第1四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は、締結等はありません。

　

　

　

　

３【財政状態及び経営成績の分析】

（１）業績の状況

　当第1四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライム問題の長期化による世界的な金融市場の混

乱、原油をはじめとする原材料価格の高騰などにより、企業収益の減少や個人消費の伸び悩みがみられるなど、先行

き不透明な状況が続いております。

　当第1四半期連結会計期間の業績は、マンション管理事業の管理戸数が伸張し、営繕工事業の受注も堅調でありま

したが、開発建設事業の引渡物件の減少及び在庫不動産の販売が低迷したことに加え、棚卸資産の評価に関する会

計基準に基づき評価減を実施した影響により、売上高は132億9千3百万円、営業利益は4千3百万円、経常損益は1千1

百万円の損失、四半期純損益は2億8千万円の損失となりました。
　

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①マンション管理事業

　マンション管理事業につきましては、当第1四半期連結会計期間におきましても、専有部サービス「安心快適生

活」を活用した営業展開等により、着実に管理戸数を伸ばすことができました。この結果、売上高は75億9千6百万

円、営業利益は6億1千1百万円となりました。

②ビル管理事業

　ビル管理事業につきましては、新規物件の稼動は計画どおり推移したものの、前期後半に解約や減額となった既存

物件の当期への影響が大きく、売上高は10億7千8百万円、営業利益は5千4百万円となりました。

③不動産管理事業

　不動産管理事業につきましては、管理物件のオーナー変更による解約の影響に加え、空室率の増加による手数料収

入の減少などにより、売上高は8億3千3百万円、営業利益は1億2千2百万円となりました。

④営繕工事業

　営繕工事業につきましては、管理ストックの順調な拡大と小修繕工事における積極的提案の継続により受注案件

が増加したことに加え、春季着工の大規模修繕工事の受注が比較的順調に推移したことにより、売上高は30億8千8

百万円、営業利益は1億6千8百万円となりました。

⑤開発建設事業

　開発建設事業につきましては、前年同期と比較し引渡物件が減少し、また、不動産市況の悪化の影響により在庫不

動産の販売も低調に推移しました。これに加えて棚卸資産の評価に関する会計基準に基づき評価減を実施した結

果、売上高は6億9千7百万円、営業損益は3億8千2百万円の損失となりました。

（２）キャッシュ・フローの状況

当第1四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は37億9千7百万円となり、前連結会計年度末と

比較して35億5千7百万円減少となりました。

当第1四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は22億3千1百万円の支出となりました。主な要因は、税金等調整前四半期純

損失の計上5億2百万円、仕入債務の減少額16億2千万円等によるものであります。

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は4千万円の支出となりました。主な要因は、有形固定資産及び無形固定資

産取得の支出4千万円によるものであります。

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は12億2千6百万円の支出となりました。主な要因は、借入金の純減額10億9

千5百万円によるものであります。
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第1四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
なお、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針は次のとおりであります。

当社は、平成19年6月28日開催の第43期定時株主総会において株主の皆様のご承認を受け、「当社株式の大量取得

に関する対応策（買収防衛策）」（以下「旧プラン」といいます）を導入いたしましたが、その後の敵対的買収防

衛に関する議論の進展及び社会経済情勢の変化等の事情に鑑み、新たに平成20年6月27日開催の第44期定時株主総

会において、株主の皆様のご承認をいただき、「当社株式の大量取得に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本

プラン」といいます）を導入することといたしました。本プランは、形式的には新たなプランの導入ではございま

すが、旧プランの実質を維持するものであり、旧プランの考え方を変更するものではありません。

＜不適切な支配の防止のための取組み＞

当社取締役会は、当社株式の大量買付行為にあっても、当社の社会的存在価値を踏まえた企業経営を十分に理解

し、企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。ま

た、当然のことですが、株式会社の経営権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には株主全体の意思に基

づき行われるべきものと考えております。

　しかしながら、株式の大量買付等の中には、企業価値ひいては株主共同の利益に明白な侵害をもたらすもの、株主

に株式の売却を事実上強要する恐れのあるもの、あるいは買収提案の内容を検討するために十分な時間や情報を提

供しないもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

　当社取締役会は、当社株式の自由な売買が認められる以上、特定の者から当社に対して買収提案がなされた場合

に、これを受け入れるかどうかの最終的な判断は株主の皆様に委ねられるべきであると考えます。当社取締役会は

かかる場合に、株主の皆様が買付者等による買収提案に賛同するか否かについて、株主の皆様が十分な時間をかけ

て検討され、また、上記判断をされるために十分な情報を得られるよう努めることが、当社の企業価値・株主共同の

利益を守るために必要不可欠であると判断いたしました。

　このような考え方に立ち、当社取締役会は、買付者等へ買付等の実行に先立ち、必要情報及び買付説明書を当社の

定める書式により提出するよう求め、かかる情報提供がなされた後、当社取締役会において60日間または90日間を

期限として、検討作業を行います。また、取締役会の検討期間において、当社取締役会は、買付者等から買付等に係る

提案がなされた事実とその概要、必要情報の概要その他の状況及び当社取締役会としての意見をとりまとめ情報開

示を行い、必要に応じて株主の皆様へ代替案を提示することもあります。

　取締役会検討期間満了後30日間は、当社株主の皆様が、大規模買付者から提供された情報、及びこれを基にした当

社取締役会の意見や代替案を考慮して、買付者等からの提案に応ずるか否か等について適切な判断をしていただく

ための熟慮期間（「株主熟慮期間」）といたします。

　当社取締役会は、上記のとおり、買付者等が情報提供及び取締役会検討期間ならびに株主熟慮期間の確保その他本

対応策に定める手続（「大規模買付ルール」）を設定し、その遵守を求め、買付者等が大規模買付ルールを遵守し

ない場合には、当社取締役会はそのことのみをもって、一定の対抗措置を実施することがあります。

　但し、買付者等が大規模買付ルールを遵守した場合であっても、当該買付等が当社企業価値及び株主共同の利益の

確保・向上に反すると判断される場合には、当社取締役会は、当社企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を目

的として、対抗措置を講じることがあります。

　なお、当社取締役会は、対抗措置を発動する手続きを開始した後に対抗措置の発動を維持することが相当でないと

判断した場合には、対抗措置の発動を中止することがあります。この場合、対抗措置が発動されることを前提として

当社株式の売買を行った投資家の皆様は、当社株式の株価に相応の変動が生じ、不測の損害を被る可能性がありま

す。

　本対応策の有効期間は、平成21年6月開催予定の定時株主総会終結の時までとします。但し、かかる有効期間の満了

前であっても、当社の株主総会において本対応策を変更または廃止する旨の決議が行われた場合には、本対応策は

当該決議に従いその時点で変更または廃止されるものとします。 

　また、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本対応策を廃止する旨の決議が行われた

場合には、本対応策はその時点で廃止されるものとします。

　なお、当社取締役会は、本対応策に反しない範囲、または会社法、金融商品取引法、その他の法令、もしくは金融商品

取引所規則の変更またはこれらの解釈・運用の変更、または税制、裁判例等の変更により合理的に必要と認められ

る範囲で、本対応策を修正し、または変更する場合があります。当社は、本対応策が廃止または変更された場合には、

当該廃止または変更の事実及び（変更の場合には）変更内容その他当社取締役会が適切と認める事項について、情

報開示を速やかに行います。
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＜本対応策の合理性＞

1）買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること

本対応策は、経済産業省及び法務省が平成17年5月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保または

向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前

開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を全て充足しています。

2）株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本対応策は、当社株式に対する買付等が行われた際に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断す

るために必要な情報や時間、あるいは当社取締役会による代替案の提示を受ける機会を確保すること等を可能に

するものであり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入される

ものです。

3）株主意思を重視するものであること

本対応策は、平成20年6月27日開催の当社定時株主総会において、株主の皆様に議案としてお諮りし、ご承認を

いただき導入しております。また、対抗措置の発動の賛否に関する株主意思を確認し、本対応策に基づいた対抗措

置の実施について、株主の皆様に直接ご判断いただくこととなっております。

4）合理的な客観的発動要件の設定

本対応策は、予め定められた合理的客観的発動要件が充足されなければ発動されないように設定されており、

当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しています。

5）第三者専門家の意見の取得

本対応策は、買付者等が出現すると、独立した第三者の助言を得ることができることにより、当社取締役会によ

る判断の公正さ・客観性がより強く担保された仕組みとなっています。

6）デッドハンド型もしくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

本対応策は、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により廃止することができることか

ら、当社の株券等を大量に買い付けた者が、当社株主総会で取締役を指名し、かかる取締役で構成される取締役会

により、本対応策を廃止することが可能です。従って、本対応策は、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成

員の過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

　また、当社は期差任期制を採用していないため、本対応策はスローハンド型（取締役会の構成の交代を一度に行

うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

（４）研究開発活動　

該当事項はありません。　
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第３【設備の状況】
（1）主要な設備の状況

　当第1四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

　

　

（2）設備の新設、除却等の計画

　当第1四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除去等について、重要な変更

はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除去、売却等の計画はありません。　

　

　

　

　

EDINET提出書類

日本ハウズイング株式会社(E05121)

四半期報告書

 8/24



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成20年8月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,680,000 14,680,000
東京証券取引所

（市場第二部）
－

計 14,680,000 14,680,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増　減　数
（株）

発行済株式総数
残　　高（株）

資　本　金
増　減　額
（百万円）

資　本　金
残　　高
（百万円）

資本準備金
増　減　額
（百万円）

資本準備金
残　　高
（百万円）

平成20年4月1日～
平成20年6月30日　

－ 14,680,000 － 1,529 － 1,329

（５）【大株主の状況】

①当第１四半期会計期間において、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社及びその共同保有者である三菱ＵＦＪ証券株式会

社から平成20年5月8日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成20年4月28日現在で以下の株式を所有してい

る旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認がで

きません。　

氏名又は名称 住所
所有株式数
（百株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　 東京都千代田区丸の内1-4-5　 7,330 4.99

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内2-4-1　 314 0.21

②当第１四半期会計期間において、株式会社ランドマークから平成20年6月9日付の大量保有報告書の写しの送付が

あり、平成20年6月5日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認

できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。　

氏名又は名称 住所
所有株式数
（百株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ランドマーク　　 　広島県広島市中区袋町4-31　 20,270 13.81
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成20年3月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。　

①【発行済株式】

　 平成20年3月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　1,300　 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 14,678,500　 146,779 －

単元未満株式 普通株式　　　　　200　 － －

発行済株式総数 14,680,000 － －

総株主の議決権 － 146,779 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が600株含まれております。なお、「議決

権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数6個が含まれておりません。

　

②【自己株式等】

　 平成20年3月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本ハウズイング株式会社　 東京都新宿区新宿1-31-12 1,300 － 1,300 0.0

計 － 1,300 － 1,300 0.0

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月

最高（円） 940 942 975

最低（円） 890 891 790

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。　

　

　

　

　

EDINET提出書類

日本ハウズイング株式会社(E05121)

四半期報告書

10/24



第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けて

おります。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法人から名

称変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 4,615

※2
 8,240

受取手形及び売掛金 3,232 3,382

販売用不動産 ※2
 4,266

※2
 5,091

仕掛販売用不動産 ※2
 4,842

※2
 4,558

未成工事支出金 564 386

貯蔵品 55 51

繰延税金資産 818 571

その他 669 689

貸倒引当金 △57 △53

流動資産合計 19,007 22,917

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1, ※2
 2,916

※1, ※2
 2,958

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 10

※1
 11

工具、器具及び備品（純額） ※1
 219

※1
 229

土地 ※2
 7,232

※2
 7,238

建設仮勘定 1 1

有形固定資産合計 10,380 10,439

無形固定資産

のれん 110 125

その他 312 314

無形固定資産合計 422 440

投資その他の資産

投資有価証券 135 133

長期貸付金 6 7

差入保証金 1,024 1,032

繰延税金資産 841 828

その他 835 ※2
 854

貸倒引当金 △265 △266

投資その他の資産合計 2,577 2,588

固定資産合計 13,379 13,469

資産合計 32,386 36,386
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,918 5,543

短期借入金 ※2
 1,780 570

1年内償還予定の社債 3,000 3,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 2,794

※2
 3,741

未払法人税等 62 1,069

賞与引当金 603 1,081

役員賞与引当金 8 35

その他 4,084 3,426

流動負債合計 16,253 18,467

固定負債

長期借入金 ※2
 2,719

※2
 4,078

退職給付引当金 931 679

役員退職慰労引当金 291 281

その他 349 520

固定負債合計 4,292 5,558

負債合計 20,545 24,026

純資産の部

株主資本

資本金 1,529 1,529

資本剰余金 1,329 1,329

利益剰余金 8,957 9,414

自己株式 △1 △1

株主資本合計 11,815 12,271

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1 1

為替換算調整勘定 △62 △22

評価・換算差額等合計 △60 △21

少数株主持分 87 109

純資産合計 11,841 12,360

負債純資産合計 32,386 36,386
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日）

売上高 13,293

売上原価 10,177

売上総利益 3,116

販売費及び一般管理費 ※1
 3,073

営業利益 43

営業外収益

受取利息 0

受取配当金 1

その他 9

営業外収益合計 11

営業外費用

支払利息 41

その他 24

営業外費用合計 65

経常損失（△） △11

特別利益

貸倒引当金戻入額 0

特別利益合計 0

特別損失

減損損失 9

割増退職金 45

退職給付費用 72

株式公開買付対応費用 363

特別損失合計 491

税金等調整前四半期純損失（△） △502

法人税等 ※2
 △225

少数株主利益 4

四半期純損失（△） △280
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △502

減価償却費 68

減損損失 9

株式公開買付対応費用 363

貸倒引当金の増減額（△は減少） 13

賞与引当金の増減額（△は減少） △470

退職給付引当金の増減額（△は減少） 252

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 10

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △27

受取利息及び受取配当金 △1

支払利息 41

売上債権の増減額（△は増加） 118

たな卸資産の増減額（△は増加） 388

仕入債務の増減額（△は減少） △1,620

未払消費税等の増減額（△は減少） △11

前受金の増減額（△は減少） 13

その他 275

小計 △1,078

利息及び配当金の受取額 1

利息の支払額 △51

株式公開買付の対応に伴う支払額 △82

法人税等の還付額 8

法人税等の支払額 △1,030

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,231

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △34

定期預金の払戻による収入 35

有形固定資産の取得による支出 △27

無形固定資産の取得による支出 △13

投資有価証券の取得による支出 △0

その他 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △40

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,210

長期借入れによる収入 250

長期借入金の返済による支出 △2,555

配当金の支払額 △131

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,226

現金及び現金同等物に係る換算差額 △58

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,557

現金及び現金同等物の期首残高 7,354

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,797
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　会計処理基準に関する事項

の変更

「連結財務諸表作成における在外子会社の

会計処理に関する当面の取扱い」の適用

　当第1四半期連結会計期間より、「連結財

務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱い」（実務対応報告第

18号　平成18年5月17日）を適用しておりま

す。

　これにより、特別損失に72百万円を計上し

た結果、税金等調整前四半期純損失は、72百

万円増加しております。

　

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．棚卸資産の評価方法 　当第1四半期連結会計期間末の棚卸高の算

出に関しては、実施棚卸を省略し、前連結会

計年度末の実施棚卸高を基礎として合理的

な方法により算定する方法によっておりま

す。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関して収益

性の低下が明らかなものについてのみ正味

売却価額を見積り、簿価切下げを行なって

おります。

２．固定資産の減価償却費

の算定方法

　定率法を採用している資産については、連

結会計年度に係る減価償却費の額を期間按

分して算定する方法によっております。　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　税金費用の計算 　提出会社において、税金費用については、

当第１四半期連結会計期間を含む連結会計

年度の税金等調整前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税金等調整前四半期純損失に当該見積

実効税率を乗じて計算しております。なお、

法人税等調整額は法人税等に含めて表示し

ております。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　減価償却累計額　　

有形固定資産 3,383百万円

※２　担保資産及び担保付債務　

担保に供している資産は次のとおりであります。

現金及び預金 11百万円

販売用不動産 1,003 

仕掛販売用不動産 2,853 

建物及び構築物 955 

土地 3,915 

合計 8,739 

担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 480百万円

1年内返済予定の長期借入金 2,059 　

長期借入金 2,606 

　　３　保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関からのリース契約に

対し、次のとおり債務保証を行っております。

ラヴィドール武蔵境管理組合

他
0百万円

※１　減価償却累計額　

有形固定資産 3,341百万円

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

現金及び預金 25百万円

投資その他の資産(長期性預金) 4 

販売用不動産 2,384 

仕掛販売用不動産 4,044 

建物及び構築物 968 

土地 3,953 

合計 11,380 

担保付債務は次のとおりであります。

1年内返済予定の長期借入金 2,809百万円

長期借入金 3,899 

　３　保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関からのリース契約に

対し、次のとおり債務保証を行っております。

ラヴィドール武蔵境管理組合

他
0百万円

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給与手当 1,251百万円

賞与引当金繰入額 355 

役員賞与引当金繰入額 8 

役員退職慰労引当金繰入額 10 

退職給付費用 44 

※２　税金費用については、法人税、住民税及び事業税と法

人税等調整額を一括し「法人税等」として表示して

おります。　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年6月30日現在）

現金及び預金勘定 4,615百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △48 

顧客からの預り金 △769 

現金及び現金同等物 3,797 

　

EDINET提出書類

日本ハウズイング株式会社(E05121)

四半期報告書

17/24



（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式　　　　　　14,680,000株　

　

２．自己株式の種類及び株式数

　　普通株式　　　　　　　　 1,397株

　

３．新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。　

　

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額　

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年6月27日

定時株主総会
普通株式 176 12.00 平成20年3月31日 平成20年6月30日 利益剰余金　

（2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

　発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

  
マンション
管理事業

  
ビ　　ル
管理事業

  
不 動 産
管理事業

  営繕工事業  
開発建設
事　　業

  計   
消去又は
全　　社

  連　結  

 
 
（百万円）  （百万円）  （百万円）  （百万円）  （百万円）  （百万円）  （百万円）  （百万円） 

売上高                         

(1）外部顧客に対す

る売上高
 7,596   1,078   833   3,088   697   13,293   －   13,293  

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

 －   5   94   2   －   102   (102)  －  

計  7,596   1,083   927   3,090   697   13,396   (102)  13,293  

営業利益又は

営業損失（△）
 611   54   122   168   △382   573   (530)  43  

　（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっています。

２．各区分の主な内容

（1）マンション管理事業・・・・・

　
分譲マンションの管理員業務、清掃・設備管理・保全の各業務、管理組合の決算・運営補助
業務等マンションの総合的管理業務

（2）ビル管理事業・・・・・・・・

　
ビルの環境衛生清掃・保安警備・受付・設備管理・保全の各業務及びビルの総合的管理業
務

（3）不動産管理事業・・・・・・・

　
オーナー所有物件の賃貸管理代行及びサブリース等の賃貸管理代行業務、不動産の売買・
仲介業務

（4）営繕工事業・・・・・・・・・

　
マンション共用部分の建物・設備営繕工事、外壁塗装工事等の大規模修繕工事、専有部分の
リフォーム工事等

（5）開発建設事業・・・・・・・・

　
投資用マンション・ファミリーマンション・等価交換方式による複合マンションの開発・
建設
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【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　
日本

（百万円）
台湾

（百万円）
その他の地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

　売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 11,997 1,153 142 13,293 － 13,293

(2）
セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － －

　 計 11,997 1,153 142 13,293 － 13,293

　営業利益 516 39 16 573 (530) 43

　（注）１．国又は地域は、事業活動の独自性を考慮し、主として国別に区分しております。

２．その他の地域の内訳は次のとおりであります。

その他の地域……中国、フィリピン

　

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　 台湾 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 1,153 142 1,296

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 13,293

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
8.7 1.1 9.8

　（注）１．国又は地域は、事業活動の独自性を考慮し、主として国別に区分しております。

２．その他の地域の内訳は次のとおりであります。

　　その他の地域……………中国、フィリピン

３．海外売上高は、連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（有価証券関係）

　　前連結会計年度末に比べて、著しい変動がないため省略いたしました。

　

（デリバティブ取引関係）

デリバティブ取引には、ヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。　

　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 800.79 円 １株当たり純資産額 834.59 円

　

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △19.10 円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

四半期純損失（△）（百万円） △280

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る四半期純損失（△）

（百万円）
△280

期中平均株式数（千株） 14,678

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

（リース取引関係）

前連結会計年度末に比べて、著しい変動がないため省略いたしました。

　

２【その他】

該当事項はありません。　

EDINET提出書類

日本ハウズイング株式会社(E05121)

四半期報告書

22/24



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月13日

日本ハウズイング株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中島　康晴　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 金子　秀嗣　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 宮下　　毅　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ハウズイング株

式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ハウズイング株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

日本ハウズイング株式会社(E05121)

四半期報告書

24/24


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

